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秋田県生活環境部 温暖化対策課関係

補 助 金 交 付 要 綱

秋田県財務規則（昭和 39年秋田県規則第４号。以下「財務規則」という。）第９章第２節
の規定に基づき、秋田県生活環境部温暖化対策課関係補助金交付要綱を次のように定める。

（補助事業及び補助金の額等）

第１ 秋田県生活環境部温暖化対策課関係補助金（以下「補助金等」という。）の交付の対象

とする事務又は事業（以下「補助事業等」という。）、補助金等の率又は額、交付申請書

の提出期限及びその経由機関等は、別表第１に定めるとおりとする。

（補助金等交付申請書）

第２ 財務規則第 247条に規定する補助金等交付申請書は、様式第１号によるものとする。
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 事業実施計画書（様式第２号）
(2) 収支予算書 （様式第３号）

(3) その他別に定める書類

（補助金等交付の条件等）

第３ 補助金等の交付を決定するにあたっては、財務規則第 249条の規定により、次に掲げ
る事項について、条件を付すものとする。

(1) 補助金等を目的以外に使用しないこと。
(2) 次に掲げる場合には、あらかじめ知事の承認を受けること。
ア 補助事業等に要する経費の配分を変更（別表第２に掲げる軽微な変更を除く。）する

とき。

イ 補助事業等の内容を変更（別表第２に掲げる軽微な変更を除く。）するとき。

ウ 補助事業等を中止し、又は廃止するとき。

(3) 補助事業等が予定の期間内に完了しないとき又は事業の遂行が困難となったときは、
速やかに知事に報告し、その指示を受けること。

(4) 法令その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行す
ること。

２ 前項(2)の規定による知事の承認の申請は、次に掲げる申請書によるものとする。
(1) 交付条件等変更承認申請書 （様式第４号）

(2) 補助事業等中止（廃止）承認申請書（様式第５号）
３ 第１項(3)の規定による知事の指示を受けるときは、補助事業等実施状況報告書（様式
第６号）によるものとする。



（交付決定通知）

第４ 財務規則第 250条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、補助金等交付決定通
知書（様式第７号）によるものとし、財務規則第 252条の規定による変更交付決定の通
知は、補助金等交付決定変更書（様式第８号）によるものとする。

（状況報告）

第５ 財務規則第 253条の規定による補助事業等遂行状況の報告は、補助事業等遂行状況報
告書（様式第９号）により、別に定める日まで提出するものとする。

（実績報告書）

第６ 財務規則第 255条に規定する実績報告書は様式第 10号によるものとする。
２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 収支精算書（様式第 11号）
(2) その他別に定める書類

（補助金等の請求及び概算払並びに前金払）

第７ 補助金等の請求は、請求書に請求すべき根拠を証明する書類を添付するものとする。

２ 財務規則第 258条第２項及び第３項の規定により、概算払又は前金払をすることができ
る補助金等の種類、限度額及び交付時期は別表第３に定めるとおりとし、補助金等の概算

払又は前金払を受けようとする補助事業者は、補助金等概算払（前金払）申請書（様式第

12号）に請求書を添えて提出するものとする。

（財産処分の制限等）

第８ 財務規則第 261条の規定により、知事の承認を受けなければ処分することができない
財産は別表第４に掲げるものとする。

ただし、当該補助事業等の完了後同表に定める期間を経過した財産については、同条

の規定は適用しないものとする。

２ 財務規則第 261条の規定による知事への承認申請は、取得財産目的外処分承認申請書
（様式第 13号）によるものとする。

（手続きの一部省略）

第９ 財務規則第 263条の規定により、手続きの一部を省略することができる補助金は、別
表第５に定めるとおりとする。

附 則

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この要綱の一部を改正し、平成２１年７月１日から施行する。

３ この要綱の一部を改正し、平成２１年９月２５日から施行する。

４ この要綱の一部を改正し、平成２２年４月１日から施行する。

５ この要綱の一部を改正し、平成２２年６月１日から施行し、同年４月１日から適用する。

６ この要綱の一部を改正し、平成２２年８月２日から施行し、同年４月１日から適用する。



７ この要綱の一部を改正し、平成２３年４月２５日から施行する。

８ この要綱の一部を改正し、平成２３年５月２４日から施行する。

９ この要綱の一部を改正し、平成２３年５月３１日から施行し、同年４月１日から適用する。

１０ この要綱の一部を改正し、平成２３年９月２７日から施行する。

１１ この要綱の一部を改正し、平成２４年４月１２日から施行し、同年４月１日から適用する。

１２ この要綱の一部を改正し、平成２４年５月１６日から施行する。

１３ この要綱の一部を改正し、平成２４年７月１１日から施行する。

１４ この要綱の一部を改正し、平成２５年３月１日から施行する。

１５ この要綱の一部を改正し、平成２５年３月２７日から施行し、同年４月１日から適用する。

１６ この要綱の一部を改正し、平成２５年４月１日から施行する。

１７ この要綱の一部を改正し、平成２５年４月１５日から施行する。

１８ この要綱の一部を改正し、平成２７年４月１日から施行する。

１９ この要綱の一部を改正し、平成２８年４月１日から施行する。

２０ この要綱の一部を改正し、平成２９年４月１日から施行する。

２１ この要綱の一部を改正し、平成３０年３月２８日から施行し、同年４月１日から適用する。

２２ この要綱の一部を改正し、令和２年４月１日から施行する。

２３ この要綱の一部を改正し、令和３年４月１日から施行する。

２４ この要綱の一部を改正し、令和４年４月１日から施行する。

２５ この要綱の一部を改正し、令和５年９月１日から施行する。

２６ この要綱の一部を改正し、令和６年４月１日から施行する。



別表第１

温暖化対策課関係補助金等の種類

補助金等 実績書及び

補助金等の名称 補 助 金 等 の 交 付 目 的 補助金事業 の率又は 補 助 事 業 者 申請書提出期限 精算書提出 提出先及び

等の種類 額 期限 経由機関

我が社の脱炭素経営 県内中小事業者が、自社の事業活動の脱炭素化を進め 1.可視化サービ 1.可視化サー 県内に主たる事業所 県が指定する日まで 事業完了後 30日以内又 温暖化対策課

促進事業費補助金 るためにデジタル技術を用いて二酸化炭素排出量等を算 スの新規導入・利 ビスの新規導 を有し、あきたゼロ は、当該年度の 2月 28
定する可視化サービス（以下「可視化サービス」という。） 用 入 カーボンアクション 日のいずれか早い期日

を活用する取組及び環境省が脱炭素アドバイザー資格制 2.炭素アドバイ 10/10（10千円 宣言登録事業者であ

度認定ガイドラインに基づいて認定した脱炭素に関わる ザー資格を取得し /月以内） る中小事業者

民間資格（以下「脱炭素アドバイザー資格」という。）の従 た従業員等への支 2.炭素アドバ

業員等による取得を後押しする取組を支援することによ 援 イザー資格を

り、県内における中小事業者の脱炭素経営への転換促進 取得した従業

を図ることを目的とする。 員等への支援

補助対象経費

の1/2以内



別表第２

軽 微 な 変 更

経 費 の 配 分 の 変 更 事 業 の 内 容 の 変 更

補 助 金 等 の 名 称 下記に掲げる変更以外の変更 下記に掲げる変更以外の変更

我が社の脱炭素経営促進 経費の欄に掲げる経費相互 事業量の２０％を超える増減

事業費補助金 間の２０％を超える増減



別表第３

概算払（前金払）する補助金等

補助金等の名称 補助事業等の種類 補助事業者 概算払（前金払） 交 付 時 期

す る 率 又 は 額



別表第４

処 分 制 限 財 産 の 指 定

補助金等の名称 財 産 の 区 分 名 称 制 限 期 間

公共施設再生可能エネ 補助事業で取得した全 補助事業で取得した 「減価償却資産の耐

ルギー等導入事業費補 ての財産（その性質又 全ての財産 用年数に関する省

助金 は形状を変えることな 令」（昭和 40年 3月
民間施設再生可能エネ く、比較的長期間にわ 31日大蔵省令第 15
ルギー等導入推進事業 たって使用に耐えるも 号）に定める期間

費補助金 ので、取得価格の単価

が 50万円以上の物品）



別表第５

手続きの一部を省略できる補助金

補 助 金 等 の 名 称 手続きの省略できる書類

我が社の脱炭素経営促進事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書



様式第１号

補 助 金 等 交 付 申 請 書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所 （法人にあっては事務所の所在地）

氏 名 （法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

年度において次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金等申請額 円

４ 補助事業等の実施期間 年 月 日～ 年 月 日

５ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）

注 （１）１及び２は、要綱別表第１に掲げる事項と同一のものであること。

（２）補助事業等の実施計画書及び収支予算書は別紙により添付のこと。



様式第２号

事 業 実 施 計 画 書（実 績 書）

補 助 金 等 の 名 称 様 式

我が社の脱炭素経営促進事業費補助金 別に定める



様式第３号

収 支 予 算 書

収入の部 （単位：円）

本 年 度 前 年 度 差 引 増 減

区 分 予 算 額 予 算 額 増 減 摘 要

計

支出の部

本 年 度 前 年 度 差 引 増 減

区 分 予 算 額 予 算 額 増 減 摘 要

計



様式第４号

交 付 条 件 等 変 更 承 認 申 請 書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所 （法人にあっては事務所の所在地）

氏 名 （法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

年 月 日付け指令 で交付決定を受けた補助金等の交付条件等

について次のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金等決定額 円

４ 補助金等変更申請額 円

５ 変更を受けたい理由

６ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）

注 （１）変更事業計画及び変更経費は別紙により添付し、様式は補助金等交付申請書

を準用し、当初計画と変更計画を明確に区分して記載すること。

（２）記載方法は黒二段書きとし、当初計画を上段（ ）書きで、変更計画を下段

に記載すること。



様式第５号

補助事業等中止（廃止）承認申請書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

年 月 日付け指令 で交付決定を受けた補助事業等を中止(廃止)

したいので、承認されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金等決定額 円

４ 中止（廃止）する理由

５ 中止（廃止）する部分

６ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）



様式第６号

補 助 事 業 等 実 施 状 況 報 告 書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

年 月 日付け指令 によって交付決定を受けた補助事業等が

実施期間内に完了（遂行）が困難となったので指示されるよう報告します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の決定額 円

３ 指示を受ける内容

４ 指示を受ける理由（事業遂行状況）

５ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）



様式第７号

補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書

指令第 号

年 月 日

補 助 事 業 者 様

秋田県知事 印

年 月 日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり交付する

ことに決定したので、秋田県財務規則第250条の規定により通知します。

１ 交付決定額 円

交付決定額の内訳

交 付 決 定 額

補 助 対 象 事 項 事 業 費 総 額 国 庫 県 費 自 己 負 担

計

２ 補助事業の目的

３ 交付条件

注 交付条件を記載して明示する。



様式第８号

補 助 金 等 交 付 決 定 変 更 書

指令第 号

年 月 日

補 助 事 業 者 様

秋田県知事 印

年 月 日指令第 号をもって通知した補助金の交付決定を次のとおり

変更することに決定したので、秋田県財務規則第252条の規定により通知します。

１ 変更する事項

２ 変更の範囲

３ 変更の理由

４ 変更による新たな条件

交 付 額

変 更 前 変 更 後

項 目 事業費 補助金 内 訳 事業費 補助金 内 訳

国 庫 県 国 庫 県

注 （１）記載する事項は、不要部分を省略すること。

（２）交付額は、交付決定額を黒書とし、変更後の額を朱書として二段書とすること。



様式第９号

補 助 事 業 等 遂 行 状 況 報 告 書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

年 月 日付け指令 で補助金等交付決定通知のあった補助事業

の実施状況を次のとおり報告します。

１ 補助金等の名称（種類）

２ 補助金等交付決定額 円

３ 実施状況

補 助 年 間 計 画 月 日現在実施状況 着 手 完 了

事業量 事業費 補助金交付 事業量 事業費 補助金 進捗率 予 定 備 考

事業名 決 定 額 受領額 年月日 年月日

円 円 円 円 ％

４ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）



様式第 10号

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

補助事業等が完了したので、その実績を次のとおり報告します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金等決定額 円

４ 補助金等実績額 円

５ 差引増減額 円

６ 交付決定年月日 年 月 日

７ 交付決定通知書指令番号 指令

８ 補助事業等完了日 年 月 日

９ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）

注 補助事業等の事業実績書及び収支精算書については別紙により添付のこと。



様式第 11号

収 支 精 算 書

収入の部 （単位：円）

本 年 度 本 年 度 差 引 増 減

区 分 精 算 額 予 算 額 増 減 摘 要

計

支出の部

本 年 度 本 年 度 差 引 増 減

区 分 精 算 額 予 算 額 増 減 摘 要

計



様式第 12号

補助金等概算払（前金払）申請書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

補助金等の概算（前金）払について（申請）

年 月 日付け指令 により補助金等の交付の決定を受けましたが、

補助金等交付の決定の内容及び補助等の条件に従い事業を完全に遂行しますか

ら、補助金等の概算（前金）払を受けたく申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 事業完了予定年月日 年 月 日

４ 補助金等の決定額 円

５ 既受領額 円

６ 今回請求額 円

７ 概算（前金）払申請理由

８ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）



様式第 13号

取得財産目的外処分承認申請書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあってはその名称及び代表者職氏名）

補助事業等により取得（効用の増加）した財産を、次のとおり、目的外に処分

することについて承認されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助事業等実施年度

４ 財産の制限期間 年 月 日から 年 月 日まで

５ 目的外処分の内容

６ 本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等

（１）責任者の所属部署・職名・氏名

（２）担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）

注 目的外処分の内容については、補助金交付の目的に反して、使用・譲渡・交換・貸付

の場合等に分けて記載すること。


